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国有地の管理処分の基本方針の変遷

昭和20年代 昭和30年代
昭和40年代～
昭和50年代前半

昭和50年代後半～
昭和60年代 平成初期 バブル崩壊後～

平成10年代
後半～

現在

民生の安定と
経済復興に寄与
するため、大量
の国有地を積極
的に活用

財産の実態把握
や台帳の整備改善
など内部管理体制
の整備に重点

土地問題・都市問
題の解決が課題とな
り、従来よりも一層､
公用､公共用の用途に
優先的に活用

国の財政事情が
著しく悪化し、公
用、公共用優先の
原則を損なわない
限度で、極力財政
収入を確保

地価高騰が社会
問題となり、公用、
公共用優先の原則
を更に徹底､特に都
市部の財産につい
ては重点的活用、
適正な管理を図る
必要

公用、公共用優
先の原則を基本と
しつつ、急増した
物納不動産の売却
を促進

効率的な庁舎等
の使用・整備や、
売残財産等の未利
用国有地の売却を
促進

将来世代にも裨益する管

理処分の多様化、将来に続
く行政インフラの強靭化、
将来を見据えた管理の効率
化などの多面的な観点から、
国有財産の 「最適利用」を
追求

（主要な答申）
S47.3.10

「有効利用答申」
S58.1.24

「当面答申」
H2.6.20

「有効活用答申」
-

H18.1.18
「効率性答申」

R1.6.14
「最適利用答申」

○ 社会経済情勢の変化に伴い国有地の果たす役割も変化しており、国有地の管理処分の基本方針も時代とともに
変化している。

○ 現在では、管理処分の多様化を図り、地域や社会のニーズに対応した国有地の有効活用を進めている。

※ 上記グラフは平成17年＝100としたときの一般財団法人日本不動産研究所の市街地価格指数（全国商業地）をグラフ
化したもの。
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R1.6.14財政審
国有財産分科会答申概要
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R1.6.14財政審
国有財産分科会答申概要
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家庭裁判所

相続財産清算人

財務局

相続財産清算人

・ 財務局の案内
・ 動産撤去の必要性
等の周知

・ 国庫帰属手続の案内
（動産撤去、境界確定の依頼等を含む。）

・ 不動産に関する専門機関の案内

財務局

相続財産清算人

・ 引受けに向けた協議
（動産撤去、境界確定の依頼
等）

国庫帰属（相続人不存在）の手続き

○ 相続財産の管理・清算手続の早期段階から、財務局、家庭裁判所、相続財産清算人及び不動

産に関する専門機関（宅地建物取引業協会、土地家屋調査士会等）が連携することにより、国

庫への引継ぎ及び引受け後の財産の管理処分の円滑化を図ります。
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【 現 状 】

○ 適切に管理されていない財産が増加するおそれがある
ため、財産の引受け前に実態把握等の対応が必要。

【通達制定による効果】

○ 事務の統一化及び明確化

⇒ 引受け手続が分かりにくい、建物に残置された動

産の帰属先が不明確といった問題を解消

○ 国庫帰属財産の実態把握

⇒ 手続の早期段階から家庭裁判所及び相続財産清

算人と連携し、将来的に国庫帰属が見込まれる財産

の実態把握を可能に

○ 国庫帰属手続きの円滑化

⇒ 宅地建物取引業協会等の専門機関と連携し、引受

け前の境界確定などの対応のスムーズ化

○ 管理コストの低減

⇒ 財産の管理費用は国民負担となることから、相続

財産清算人に動産の撤去や境界確定などを依頼

○ 国庫帰属財産は年々増加傾向

国庫帰属制度の課題と見直しについて

○ 答申「財産の引受け手として、積極的に国庫帰属に係る実態把握に努めるべき」を踏まえ、

事務の統一化や国庫帰属財産の実態把握等について規定した通達（「国庫に帰属する不動産等

の取扱いについて」）を制定（令和２年１２月１４日）した。

【財政制度等審議会国有財産分科会答申（R1.6.14）（抜粋）】
（２）引き取り手のない不動産の発生の抑制に向けた対応
②相続人不存在の場合における清算後の残余財産の国庫帰属
（略）今後、高齢化が進む中で相続放棄などにより相続人不存在となるケースが増えることも懸念される中、国有財産の管理は国民負担により行わ
れているものであることを踏まえれば、これまで以上に国庫帰属の状況を把握することも重要である。
このため、国庫帰属にあたり、多額の管理費用を要する事案が生じた場合などにおいて、必要に応じ、相続財産管理人等に、事案の経緯などに

ついて十分な説明を求めるなど、財産の引受け手として、積極的に国庫帰属に係る実態把握に努めるべきである。
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所有者不明土地発生予防等にかかる民事法制の見直し

【法務省資料】
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相続土地国庫帰属制度の概要

【法務省資料】

○ 所有者不明土地の発生を予防するための仕組みの一つとして、相続等により取得した土地所有権を
国に帰属させる制度が創設（相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律）

○ 本制度により国庫に帰属する土地のうち、農用地又は森林以外の土地は、財務省（財務局）が管理・
処分を行う。
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民有地

国有地
地公体等
所有地 国有地

※売却困難、利用困難財産等
地公体等所有地

民有地（所有者判明）

※管理不全土地予備群

所有者不明土地民有地

利活用又は売却が想定
される土地

低未利用地※①

管理不全土地※③

国庫帰属※②

空き地

相続、転居等を機に
管理不全

所有者不明土地

時間の経過等により
管理不全

※① 所有者による利用がされていない又はその利用の程度が周辺の同一用途の土地と比
較して著しく劣っている土地

※② 国庫帰属 ・民法（相続人不存在）による国庫帰属
・相続土地国庫帰属法による国庫帰属

※③雑木の繁茂、害虫の発生、土砂の崩壊等管理不全により周囲に悪影響を及ぼしている土地

空き地のイメージ図
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【国交省資料】

関連する政策との連携・調整（案）
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政策課題の共有 → 空き家空き地等の課題にかかる情報共有・意見交換

令和4年7月参画 → 協議会会員に対して国有地の売却・貸付等の情報を提供

東海財務局における主な取組み

地方公共団体等を訪問。低未利用地や空き家に関する地域の実態、取組み等についてヒアリング

✓ 民間の不動産情報サイト「全国版 空き家・空き地バンク」に国有財産の売払い情報を掲載
✓ 宅地建物取引業者による媒介を活用した売却制度を導入
✓ 近隣事業者に入札情報を提供

１１

✓ 中部地区土地政策推進連携協議会

✓ 低未利用地・空き家にかかる打合せ会

〇 効果的・効率的な管理コストの投下

国庫帰属（相続人不存在・相続土地国庫帰属制度）により、財産的価値が乏しい
財産のストックが増加

「入札等による売却」や「利活用」を促進

〇 地域の実態、課題等の把握

〇 中部地方整備局との連携

〇 売却促進策の実施



〇 東海財務局では、愛知・岐阜・三重・静岡の各県下に所在する国として使
用しなくなった公務員宿舎跡地や相続税物納された土地等にかかる年2回の一
般競争入札のほか国有地売却情報や暫定貸付等の情報を提供

〇 下記ホームページで個別物件の概要及び現況写真をご覧いただけます。

ＵＲＬ：https://lfb.mof.go.jp/tokai/kanzai/kanzai.htm

〇 リンク設定をしていただける団体等がありましたら下記部署までご連絡を
お願いします。
部署：東海財務局管財部国有財産調整官
電話番号：０５２－９５１－２７８２
メールアドレス：tkz0938@tk.lfb-mof.go.jp

売却促進、暫定活用等の取組について

１２


